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R＆r＞の多角化と技術のスピルォーバー効果＊

1・序 論

後藤晃・鈴木和志

　近年の日本経済を産業，企業といったレベルで

みた時の1つの注目すべき傾向に，産業の垣根が

低くなり異業種からの参入が増加したり’あるいは

潜在的競争の程度が強まったりしているという点

があげられることが多い．例えば，香西［5］は，

ニュー・セラミックス産業へ多様な業種からの参

入があったことなどの例をひきつつ，異業種から

の参入が1970年代における製造業の市場集中度

の低下傾向の一因となったと指摘している．高度

成長期には最小最適規模の拡大のスピードを上回

って現実の市場規模が拡大したため，製造業の多

くで集中度が低下した．1970年代初め頃には，成

長率の鈍化とともに多くの産業で裏話規模の拡大

のスピードが低下し，集中度の上昇が懸念された．

しかし，実際には1970年代を通じて集中度はほ

ぼ変化しておらず，製造業各産業の集中度の単純

平均でみると微増，加重平均でみると微減という

傾向を示している．このような集中度の上昇を防

いだ要因の1つとしてあげられるのが異業種から

の活発な参入である．上述したニュー・セラミッ

クスの他にもよく引かれる例として電卓メーカー

の腕時計の生産への参入があげられる．また，鉄

鋼，造船，繊維などの産業の企業は新規事業の開

発に注力しており，このような成熟産業における

動向は，多くの産業に対して現実のあるいは潜在

的な競争要因としてはたらいているものと思われ

る．

　また，公正取引委員会経済調査研究会の報告書

　＊　本論文の作成の過程で秀れたresearch　assitant

として協力してくれた故中川喜博君（一橋大学・シカ

ゴ大学大学院）に本論文を捧げる．

『経済構造の変化と産業組織』［6］においても新し

い競争促進要因としてこのような「業際化」の動

きに注目するとともに，他方でこれに対応じた新

しい競争政策のとりくみ方を模索している．

　このような傾向の背景にある大きな理由の1つ

は，技術革新の動向である．上述した例では，電，

卓等で発展してきたデジタル技術をもって電卓メ

ーカーが時計の業界に参入したケースは，技術革

新の展開と市場における新しい競争要因の出現の

1つの例である．また鉄鋼メーカーは，高炉の中

の反応の過程のモニタリングと制御のために開発

してきたエレクトロニクス関連の技術を用いてコ

ンピューター産業に参入しようとしている．技術

の発展により従来では思いもよらない異業種から

の参入が可能となり，現実となっている．

　かつてNelson［7］は，製品の多角化が進んで

いる企業ほど，研究開発（とりわけ，基礎研究〉の

インセンティブが強いと主張した．すなわち，研

究開発，とりわけ基礎研究には，研究の成果に関

してどのようなものがえられるかという点で不確

実性が大きい．さらにえられた技術知識ないし知

見がどのような製品に体化されるか，南るいはど

のような製品の製法に用いられるかという点とな

ると一層，不確実性が大きくなる，ところが，製

品の多角化の進んでいる企業ほど，おもいがけな

い研究開発の成果を自社内で利用できる可能性が

高くなる．そこで研究開発のインセンティブも大

きくなるというわけである．

　しかし，この主張には，問題が残され，ている．

Teece［9］も主張しているように，研究開発の成

果を新製品ないし新製法に結実させ利益をあげる

ためには，生産設備，マーケティング能力などの

補完的な資源が必要となる．しかし，これらの資
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源をすべて一社内にもちR＆Dから生産，マー

ケティングまでを垂直統合してしまう必要はなく，

適切な知的所有権保護のフレームワークがあれば，

これら補完的な資源をもつ企業との間に契約を結

びR＆Dの成果を利用していくことも可能である．

　今ここでより重要なポイントは，日本の産業で

おこっている上述したような技術革新に基づく新

しい競争要因の出現という状況は，Nelsonの想定

している状況よりもはるかにダイナミックなプロ

セスである，という点である，すなわち，企業は

積極的に研究開発を進めそめ技術的ポテンシャル

を高め，これを利用して活発な多角化や本業の再

活性化をはかっている．このような企業の行動が

伝統的な産業の枠組をゆさぶっているのである．

また，別の観点からみると，このような企業の行

動が技術集約的な産業構造への転換を実際に担っ

ているのである．

　技術革新と産業をめぐる論点で，上述した技術

革新が産業間の垣根を低くし異業種からの参入を

促進する，という点と関わるもう1つのポイント

は，近年の技術革新が産業横断的に広汎な影響を

与える，という点がある．特に，近年のエレクト

ロニクス技術の発達は単にコンピューター産業の

ような元来，関連の深い産業だけではなく，金属，

機械等々の産業にも大きなインパクトを与えてい

る．エレクトロニクス関連産業の研究開発活動の

成果が他産業の生産性の上昇などに大きなインパ

クトを間接的に一与えることとなっている．このこ

とを逆の面からみると，エレクトロニクス産業で

開発された技術を受けいれ，る側の産業の技術ポテ

ンシャルが問題となる，研究開発活動を多角化し

本業の研究開発とともにエレクトロニクスの研究

開発もおこなっているような，エレクトロニクス

産業との“技術距離”の近い産業ほど，エレクト

ロニクス産業の研究開発の恩恵を強くうけるに違

いない．

　本論文では企業の研究開発の多様化をめぐるこ

れらの論点を念頭におきつつ，以下の点を検討す

る．まず第1に，日本の製造業各産業の近年にお

ける研究開発の多角化の動向を概観する．第2に，
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かつてGriliches［2］によって示唆され，，　J諭e［3］

により最近具体化された「技術距離」の概念を用

いて，エレクトロニクス産業の研究開発が他産業

の生産性上昇率に与えた影響を定量的に明らかに

することを試みる．

2・わが国製造業における研究開発の

　　　　　多角化の動向

　本節では，わが国の製造業54産業における研

究開発の多角化の動向および，26の製品分野に関

する研究開発の産業別分布の動向を昭和50年度

から57年度について概観する．その前に，ここ

で用いられた研究費のデータについて簡単に説明

しておこう．

　研究費のデータのソースとして最もよく用いら

れるのが総務庁統計局『科学技術研究調査報告』

である1）．これには，農林水産業，鉱業，建設業，

製造業，運輸・通信・公益業の産業別に，資本金

1億円以上の会社等の社内使用研究費が，31の製

品分野にわたってどのように支出されたかが記載

されている．このうち，製造業はさらに16の産

業へ分類され，そのうちさらに化学工業が千産業

へ，電気機械工業が2産業へ，輸送用機械工業が

2産業へと細分類されている．

　総務庁統計局においそは，産業分類をより細か

くしたものが作成されている．これは66産業か

らなり，うち製造業は主要な産業についてほぼ工

業統計表3桁分類に対応する54産業．に分類され

ている（産業分類については表1を参照）．以下

では，このデータを利用し，特に製造業を分析の

対象とする．このデータから，このレベルの産業

がそれぞれ，31の製品分類（うち製造業関連の製

品分野は26）に対してどのように研究費を使用し

たかという点が明らかになる（製品分野について

は表2を参照）．すなわち，昭和50年度一57年度

の各年度について，製造業54産業×製品分野26

分野のマトリックスがえられたことになる。

　1）　企業レベルでの研究費については，有価証券報

告書がデータ・ソースとして用いられることがある．

しかし，これには難点が多い・この点については，以

下を参照．後藤・本城・鈴木・滝野沢［1］．
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表1　産業別研究開発多角化度D琶（57年度）

．食　　　品 0，543 農業用機械 q282

紡　　　績 0，799 建設機械・鉱山機械 0，093

繊　　　維 0，442 金属加工機械 0，494

繊維製品 0，330 繊維機械 0，490

紙製　品 0，183 特殊産業用機械 0，268

パルプ・紙製品 0，498 一般産業用機械装置 0，515

出版印刷 0，513 事務用サービス民生用機械器具 0，618

化学肥料　　　　　　　　　　　　　’ 0，586 その他機械・同部品 0，484

無機化学 0，755 発電・送電・配電用，産業用電気機械器具 0，705

有機化学 0，608 民生用電気機械器具 0，737

化学繊維 0，792 電球電気照明器具 0，770

油脂加工品等 0，642 　　　　　　　　　　　　　　　　醒ｻの他電気機械器具 0，280

医　薬　品 0，112 通信機械器具 0，612

その他化学 0，299 電子応用装置 0，066

石油製品 0，524 電気計測器 0ユ51

石炭製品 ．0，740 電子機器・通信機器用部品 0，687

ゴム製品． 0，274 自動車・同付属品 0，127

ガラス・同製品 0，416 鉄道車輌・同部品 0，751

セメント・同製品 0，739 船舶製造修理 0，417

その他窯業 0，492 航空機・同付属品 0，547

鉄鋼業1（銑鉄・粗鋼・鉄鋼圧延製品） 0，385 その他輸送機械器具 0，204

鉄鋼業H（鋳鍛鋼品） 0，687 ’計量・測定・分析機雛・試験機 0，780

非鉄金属地金 0，674 医療機械 0，605

電線・ケーブル 0，575 理化学機器 0，238

非鉄金属1次製品 0，389 光学機器レンズ（含眼鏡） 0，426

金属製品 0，701 時計・同部品 0，774

ボイラー・原動機 0．0 その他工業 0，715

‘

ψ

　以下では，このデータを基礎に各産業分野およ

び各製品分野における研究開発の動向を検：甘して

いくが，そこで用いられるいくつかの指標につい

てのべておこう．いまここで第ぜ産業の研究費の

うち第ゴ分野に支出された研究費の割合をFσと

すると，第ゴ産業の26分野にわたる研究費の支

出の分布は次のベクトル瓦であらわすことがで

きる．

　　瓦＝（乃、，乃2，…F≧プ・・F≧26）

　このベクトル瓦をJa∬e［3］にならってこの産

業のtechnological　positionと呼ぼう．これはこ

の産業の研究開発がどのような分野にわたってど

のようなウェイトでおこなわれているのが，とい

う点を示している．ただ，ここで注意しなければ

ならないのは，Jaffe［3］．の元来の意図は，各企業

の研究開発の技術的特性をこれによってとらえる

ことにあり，そのため，企業の研究費の技術分野

の分布をとるべきだとしている（ただしこのデー

タが入手できなかったために，彼は特許データで

代用している）．これに対しわれわれ’のデータは，

産業の研究費の製品分野別の分布に基づいている．

技術分野と製品分野とは必ずしも対応しておらず

両者の意味に違いがでてくるが，我々の製品分野

別の分布に基づく技循ポジシ司ンは，企業（産業）

が既存の製品あるいはこれ，から参入を目ざしてい

る製品にわたってどのように研究費を配分してい

るかを示すものと考えることができる．

、以上の点を念頭におきつつ，次め2つの指標を

用いながら各産業の研究開発の多角化についてみ

ていこう．まず第1の指標は研究開発の本業率で

ある．表1および表2の産業分類および製品分類

から知られるように，産業と製品分野をマッチン

グさせることができる．これを用いて，例えば食

品工業の研究費のうち食料品分野の研究に支出さ

れた比率をとり，これを食品工業の研究開発にお

ける本業率と呼ぶこととする．

　もう1つの指標は，ハーフィンダール指数を用

いた研究開発の多角化度指数である，ここで第づ

●
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表2製品分野別研究開発多角化度（57年度）　　表3食品・紡績・化学系産業の研究開発の本業率と医薬品分野への参入比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年度）
食　料　品

繊　　　維

パノレプ紙

出版印刷
化学肥料・無機有機化学工業製品

化学繊維
油脂・塗料

医　薬　品

その他化学工業製品

石油製品
ゴム製品
窯業製品
鉄　　　鋼

非鉄金属
金属製品
一般機械
家庭電気製品

通信・電子・電気計測器

電気機器
自　動　車

船　　　舶

航　空　機

車　　　輔

その他輸送機械

精密工業製品

その他工業製品

9
2
1
9
8
5
7
5
7
6
3
9
4
1
1
4
9
4
3
6
6
4
5
4
4
8

3
2
1
7
1
9
1
2
9
4
6
5
6
5
2
1
1
9
3
6
8
8
4
1
5
0

α2

t
韻
脚
鋸
山
㎝
㎝
卯
α
2
㎝
卯
侃
卯
α
8
㎝
“
．
卯
㎝
侃
㎝
師
卯
師
卯
師

産 業 分 野 50 53 55 57

食 品食　 品0．6810．6760．6790．596

　　医薬品0．1530．1950．2350．316
紡 績　　繊維・化学繊維

　　化学肥料・無機有
　　　機・その他化学
　　　　　（計）

　　．’医　　薬　　品

0．565　　　0．422　　　0．399　　　0．287

0．187　　0．287　　0．311　　0，307

（0．752）　　（0．709）　　（0．710）　　（0．594）

0．070　　　0．151　　　0．186　　　0．299

化　学　肥　料　　化学肥料・無機有　　0．793率　0．827　0．777　0．780
　　　　　　　　　機・その他化学
　　　　　　　　医薬品0．102ホ0．1630．2040．195

無　機　化　学　　化学肥料・無機有　　0．795　0．689　0．628　0．612
　　　　　　　　　機・その他化学
　　　　　　　　医薬品0。0570．1180．1350．183

有　機　化　学 化学肥料・無機有
@・その他化学

縺D　薬　　品

0，824

O，070

0，827

O，058

0，866

O，063

0，784

O，091

1　　「

有
学
二
品

機
化

轟
繊

　
　
　
薬

津
山

朝
機理

化
鞘

口繊学田 0．476　　　0。550　　　0．498　　　0．514

、0．352　　　0．314　　　0．323　　　0．257

0。034　　　0．031　　　0．036　　　0．073

産業の研究開発の多角化度指数を

D‘とすると，

　　　　　　　
　　P盛＝1一ΣF葛ゴ2
　　　　　　ゴニ1

ここで動ノは上述したように第ゼ産、

業の研究費のうち第ブ分野へ支出さ

れた研究費の割合である2）．なお，

0≦瓦≦1で，1製品分野の研究開発

に特化している揚合は，恥は0と

なり，研究開発の多角化がすすむに

つれて1．に近づく．表1に54産業

すべての57年度における研究開発

多角化度恥を示した．

　他方で，製品分野の側からみると，

ある製品についての研究開発が，ど

のような産業を本業とする企業によ

注　1）各産業の上の段はそれぞれの産業の研究費のうち本業の製品分野の研究開発に

　　　使用された比率，下の段は医薬品の研究開発に使用された比率・

　2）　＊は51年度の数字．

表4　金属・機械系産業の研究開発の本業率と通信・電子等の分野への参入比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年度）

　産　　　　業

非鉄金属地金

電線ケーブル

金　属　製　品

金属力II工機械

一般産業用機械

事務・サービス・

民生用機器

計分歩測機定械

　2）　研究開発の多角化度指数のバー
　　　　　　　　　　　　
フィンダー・レ指数の部分Σは，各産
　　　　　　　　　　　’＝1
業のtechnological　positionのベクト

ルの長さになっている．

時計・同部品

分 野 50 53 55 57

非　鉄　金　属
通信・電子・
　　電気計測器

非　鉄　金　属
通信・電子・
　　電気計測器

金　属　製　品

家電・電気機器

一　般　機　械
通信・電子・
　　電気計測二

一　般　機　械
通信・電子・
　　電気計測器

械
器
械

　
閥

機
露
機

般
囎
密

信一
通
精

精　密　機　械
家電・通信・
電子・電気計測器

精　密　機　械
家’「匿：・通イ言・

電子・電気計測器

0．828

0

078
　

0

0

0．550

0．147

0．772

0．068

0．819

0

0．513

0．179

0

0．334

0．496

0．882

0．047

0．695

0

0．652

0．194

0．494

0．289

0．706

0．083

0。809

0．017

0．689

0．103

0．004

0．284

0．469

0．970

0．030

0，718

0．026

0曾604

0．187

0。434

0．258

0．673

0．102

0．817

0．019

0．502

0．150

0．040

0．457

0．320

0．967

0．018

0．524

0．194

0．611

0．217

0．480

0．313

0．686

0．074

0。688

0．047

0．565

0．236

0．044

0。241

0．445

0．649

0．294

注）　表3の注参照，
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ってなされているかという点が明らかになる．製

品分野別の研究開発の多角花が進んでいるほど研

究開発競争が活発で，さらには潜在的競争も含め

た競争が活発であるとみることができよう．表2

に，26の製品分野の研究開発の多角化度が示され
てい為3）．

　これらの産業，製品分野それぞれの研究開発の

多角化度は，いうまでもなく産業分類，製品分類

の分類方法にも依存するし，また，企業の産業格

付けの仕方にも依存するという点に留意しておか

ねばならない．ここでは，これらのデータから，

わが国の企業のハイテクノロジー分野の研究開発

をめぐるダイナミックな動きに注目してみよう．

現在，ハイテク分野については，2つの大きな流

れ，が注目されている．一方では，食品，繊維，化

学産業のバイオテクノロジーを利用した医薬品分

野の研究開発への参入であり，他方は，金属，一

般機械，精密機械産業のエレクトロニクス分野の

研究開発への参入である．

　表3は，前者の動向を概観したものである．先

ず食品工業では，昭和50年度から57年度に至る

8年間に研究開発の本業率は68．1％から59．6％

へと低下しているのに対して，医薬品への参入

比率（すなわち，食品工業の研究費のうち医薬品

分野に投下された比率）は15．3％から31．6％へ

と倍増している．また紡績工業では，本業率は

8年間に56．5％から287％へと半減する一方で，

医薬品への参入比率は7％から30％へと急増し，

今や成熟化した本業分野を追い抜く勢いにある．

化学系産業の中では，化学肥料と無機化学が，比

率的には最も医薬品分野への参入度合いが高く，

いずれも20％近くに達している．また有機化学，

化学繊維も緩やかながら徐々に医薬品分野への参

入比率を高めてきている．その結果，医薬品工業

自身の医薬品分野への研究開発支：出額は，この8

年間に3．2倍にも達しているのにもかかわらず，

当該分野における総研究開発費の内，医薬品工業

以外の異分野産業の占める比率は，昭和50年度

の15％から昭和57年度には25％へと10％ポイ

　3）　54産業の多角化度の平均値の推移および26分

野の多角化度の平均値の推移は表6に示されている．
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ントも上昇している．またこの異分野産業の医薬

品分野への参入比率の上昇のペースをみると，15

％から20％へ5％ポイント上昇するのに5年間

も要したのに，55年度から57年度の間に同比率

は20％から25％へと5％ポイントも加速度的に

上昇している．特に先行する医薬品工業と，それ

に追随する異分野産業との間で研究開発支出額増

加のパターンをみると，55年度以降は増加のペー

スが同時進行的傾向を強めている．

　表4は，エレクトロニクス（通信・電子・電気

計測器分野）を巡るもう一方の研究開発動向を概

観したものである．

　先ず非鉄金属の2産業，非鉄金属地金，電線ケ

ーブルでは，昭和50年度から57年度に至る8年

間に本業率に80％台から大きく後退する一方で，

通信・電子分野への参入比率は，皆無からそれぞ

れ19％，22％へと急激な上昇をとげている．

　また金属製品工業では，本業率は8年間に

55％から48％へと低下する一方で，家電・電気

機器分野への参入比率は15％から31％へと急上

昇している．一般機械系産業の中では，事務・サ

ービス・民生用機器が通信・電子分野への参入比

率が最も高くこの8年間で18％から24％へと上

昇している．次いで，金属加工機械，一般産業用

機械でもゆるやかながら同比率を高めている．そ

の間両業種とも本業率は10％強低下している．

精密機械系産業の中では，計量・測定分析機械と

時計・同部品工業が家電・通信・電子・電気計測

器分野への参入比率が最も高く，前者では同比率

が5割弱にも達している．また後者でも5％弱か

ら30％弱へと参入比率を上昇させている．その

結果，上記業種以外も含めた異分野産業の通信・

電子分野への研究開発支出額は，昭和50年度か

ら57年度の8年間に2．7倍の水準に増大してい

る．しかし通信・電子系4産業の本業分野におけ

る研究開発支出増大がこの8年間に3．6倍の水準

に達しているために，異分野産業の当該分野への

参入比率は，その水準自体は高いもあのバイオの

揚合とは逆に，50年度の50％から57年度には

43％へと7％ポイントもの低下をみている．ま

た異分野産業の中から電気系4産業を除くと，そ

曽

「
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の参入比率は50年度の28％から57年度には24

％へと4％ポイントの低下となっている．やや

繰り返しになるがこの現象は，通信・電子系産業

が50年代後半以降，当該分野への研究開発支出

額増加のペースを年率26％（57／54年度）と，それ

以前の年率16％（54／50年度）から急速に早めたた

め生じたものである．因に電気系4産業を除いた

異分野産業をみると，当該分野への研究開発支出

額増加のペースは，50年代後半には年率18％

（57／54年度）と，それ以前の年率12％（54／50年度）

を大きく上回っており，むしろ当該分野における

研究開発の多角化は一層加速化されつつあるとみ

ることもできよう．

3・研究開発のスピルオーバー効果

　かつてGrilichesは，研究開発投資の収益率の

計測についての展望論文［2］において，ある企業

の生産性の上昇に貢献する要因は自らのおこなう

研究開発努力の他にも様々に存在しており，その

うちとりわけ重要なものの1つとして，他の企業

がおこなう研究開発のスピルオーバー効果をあげ

ている．

　他の企業の研究開発は，2つのルートを通じて

当該企業の生産性を上昇させると考えられ’る．第

1のルートは，他の企業が研究開発をおこないそ

の結果，その企業の製晶の品質，性能が向上した

場合，その製品を中間財，投資財として購入して

いる企業は，間接的に売手企業の研究開発の恩恵

を受けることとなる．というのは，中間財，投資

財市揚は通常，競争的な二二構造をしているから，

製品の品質，性能の向上を完全に反映した形での

価格づけはなされえず，結果的には買手企業が，

売手企業の研究開発の果実の一部を享受すること

となる．これは，中間財・投資財の売手企業の研

究開発の成果が中間財・投資財に体化された形で

買手企業へ影響を与えるという意味で，財に体化

され，たスピルオーバー効果とよぶことができよう．

筆者らは，かつて日本の製造業においてこのよう

な体化されたスピルオーバー効果が，買手産業の

総要素生産性の上昇に有意なプラスの影響を与え

ていることをみいだした（後藤・本城・鈴木・滝
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野沢［1］）．

　ある企業の研究開発が他の企業の生産性上昇率

に影響を与えるもう1っのルートは，研究開発を

おこなった企業が新たに技術知識，知見をみいだ

し，この技術知識，知見を他の企業が自らの生産

において利用する，というルートである．このル

ートは．第1のルートと異り，企業間の取引の有

無とは関係なく存在する，知識，情報という財は，

よく指摘されるごとく，公共財的性格をもってお

り，きわめて小さな限界費用で追加的な主体によ

って利用されうる．特許制度などの知的所有権を

保護する制度の下でも，技術知識は結果的にはか

なり自由に伝播していく．例えば，リバース・エ

ンジニアリングによって製品に体化された新技術

知識は広まっていく丁合も多い．その他にも学会

誌，業界誌等を通じて，また技術者の移動等を通

じて，技術知識は多くの企業へ伝わっていく．

　このことを別の観点からみると，ある企業が研

究開発によって新たな技術知識，知見を生みだし

た，ということは，その社会がその時点で利用す

ることができる技術知識，知見のプールが増加し

た，ということになる．各企業はこの技術知識，

知見のプールから自らに必要なものをひきだして

利用していき，これにより自らの生産性の上昇を

実現していく．

　しかしこのプーノレは，同質的な技術知識からな

っているのではなく，個々の多様な技術知識の集

合であり，ある企業にとってそのすべてが有用で

あるわけではない．むしろ，個々の企業にとって

有用な技術知識は，その時代のその社会の技術知

識のプールの中のほんの一部であるに違いない．．

つまり個々の企業の立場からは，その生産性の上

昇にとって重要なのは社会全体の技術知識のプー

ルの大きさというよりもむしろその中の自らにと

6て有用な技術知識の量ということになろう．自

らの企業にとって有用な技術知識が自らの手であ

るいは他企業によって生産されるのに応じて，・自

らの生産性の上昇が可能となるのである．

　ここで，自らの企業にとって有用な技術知識は，

自らの企業と技術距離が近い企業，あるいは別の

言い方をすれば，技術ポジションが類似している
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企業の研究開発によって生み出されると考えるこ

とができる．これには2っの意味がある．第1は，

自らの企業と技術ポジションが類似した企業とは，

例えば製品構成等も類似しているため，そのよう

な企業で開発され，た技術知識を生かして利益をあ

げていくのに必要な他の補完的資産，すなわち製

造設備やマーケティングのネットワークを既に当

該企業が所有しており，そのためそのような企業

で開発された技術知識は利用が容易である．第2

は，利用する側の企業の技術吸収能力の問題で，

類似した技術ポジションを持っている企業で開発

された技術は，吸収，利用するのが容易である．

　これらの理由から，技術ポジションの類似した

企業が活発な研究開発をおこない次々と新しい技

術知識を生みだしている揚合には，当該企業はそ

れ，を利用して生産性を上昇させていく機会に恵ま

れ，ているといえよう．

　そこで，ここでは，近年急速な技術進歩がみら

れるエレクトロニクス関連の産業による活発な研

究開発が，これと技術距離の近い産業の生産性の

上昇にどのように貢献しているかをみるため，次

のモデルを計測した．

　　．竺一え＋。、旦＋。、些＋‘　　　（・）

　　　　　　9　　9

ここで |は綴素踊の上賭・は定凱
α1，α2はパラメーター，9は付加価値，瓦は当該産

業自らの研究費，E2はエレクトロニクス関連産

業の研究開発の成果が上述の第2のルートを通じ

て当該産業にスピルオーバーしてくる部分に対応

する変数である．

　それぞれの変数およびデータについては以下の

通りである．各産業の総要素生産性の上昇率は，

付加価値の増加率から，資本の増加率に資本分配

率を乗じたものおよび労働の増加率に1一資本分

配率を乗じたものを差し引いて求めた．各産業の

総要素生産性の算出に必要なデータは総務庁統計

局からえられ，なかったので，別途，日本開発銀行

の企業財務データベースから算出した．このデー

タベースに含まれる企業を製造業54産業分類に

あわせて分類した．対象企業は979社である．各
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産業に分類された企業の付加価値，資本，労働の

合計された額をそれぞれ産業の値とし，これに基

づいて各産業の総要素生産性上昇率を計算した．

　付加価値は，営業利益＋減価償却費十人件費・

労務費とした．デフレーターは，日本銀行の「物

価指数年報」製造業部門別投入・産出物価指数の

グロスウェイトベース部門別投入・産出価格指数

（昭和50年基準）を利用し，各業種ごとにそれぞ

れ関係する産出物価指数を指数の基準時点におけ

るウェイトで加重平均して算出した．

　資本については，生産能力が減価償却に見合う

形で低下するよりは，耐用年数に達すると急速に

減少するとみる方が現実的である．そこで，各企

業の期首有形固定資産取得原価額をとり，これに

過去の償却累計額を加えさらにこれを時価に転換

しさらにデフレートすることで実質資本ストック

の系列を作成する．ただ，実際の算出においては，

簿価から時価へ転換する際に用いられる資本財価

格と，時価の粗資産額を実質化する際に用いられ

る資本財価格が相殺されるので，実質資本ストッ

クは単価の資産額を，当該資産を取得した時点の

資本財価格で除することでえられ’る．資産の取得

年は，紺谷・若杉［4］の償却資産についての業種

別平均経過年数の推計値を利用した．資本財デフ

レーターは，各産業ごとに購入されるそれぞれの

資本財の価格指数を購入額のウェイトで加重平均

し，各産業の資本財デフレーターを作成した．価

格指数は卸売物価指数，ウェイトは産業連関表

（昭和55年）の固定資本形成マトリックスを用い

た．なお，上述のようにして求めた実質資本スト

ックに，通産統計の稼動率指数を乗じて最終的に

資本投入量を求めた．

　労働は，各企業の期末従業員数に総実労働時間

を乗じて労働投入量を求めた．総実労働蒔間は毎

月勤労統計を用いた．

　資本分配率は付加価値に占める営業利益と減価

償却費の合計額の比率を用いた．

　以上のデータを用いた（1）式の被説明変数であ

る総要素生産性の年平均上昇率を54産業につい
て昭和51年度ん58年度の間について算出した．

第・の説明変数号につい礪・ず分子の瓦

匂

9

●
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は総務庁統計局の54産業の51年度の研究費であ

野卑麟解禁繍雅箏鍛
い．しかし各産業の売上高は利用可能であるので，

これ’を利用して，日本開発銀行のデータベースに

収録された企業を54産業に分類したものから，

各産業の付加価値一売上高比率を計算し，これに

上述の売上高を乗じて各産業の51年度の付加価

値を求めた．

第・の説明変嬬のうち・分母について・・上

と同様である．重要なのは，E2すなわち，エレ

クトロニクス関連産業からのスピルオーバーに対

応する項である．これ，は，上述した如く，エレク

トロニクス関連産業と技術距離の近い産業，ある

いはtechnological　positionの類似した産業ほど，

エレクトロニクス関連産業からのスピルオーバ

ー効果：をより受けると考えられるから，エレクト

ロニクス関連産業の研究費に，当該産業とエレク

トロニクス関連産業との技術距離をウェイトとし

て乗じたものをE2とした．ここで技術距離は

Jaffe［3］に従い，当該産業のtechnological　posi－

tionをあらわすベクトルとエレクトロニクス関

連産業のそれとの角度として次のように定義され
る4）．

瑞一 m（照難加　　　（・）

ここで．P乞8は第ぢ産業とエレクトロニクス関連産

業との問の技術距離瓦，瓦は第1節でのべたよ

うに，第ぢ産業，エレクトロニクス関連産業の

technological　positionベクトルである．．P勿は0

と1の間にあり，両産業のtechnological　position

が類似するに従って1に近づく．第乞産業がエレ

　4）　筆者の1人置鈴木）は，既にJa鉦e［3］とは異る

観点から，2つの産業の研究開発の多角化ベクトル同

士の内積関係を利用して，産業の“融業化”現象を定
量：化した．詳しくは鈴木［8コを参照．

表6産業別・製品分野別研究開発多角化度の推移（年度）

・・ P・・1521535・15515657

表5　研究開発およびスピルオーバー効果

　の生産性上昇への貢献

…　　1・・い・
　1．921　　　　　0．243＊“　　　　0．070＊＊　　　　0．20

（2．72）　　　　（2．33）　　　　（2，33）

注　1）カッコ内は‘値．林は5％水準で有意で

　あることを示す．

2）えは定数，α1はβ1／eの係数．砲｝よ君2／Q

　の係数である．

産　業　別
　多角化度
製品分野別
　多角化度

0．471

0．557

0．495

0．567

0．481

0．563

0．468

0．533

0．476

0．544

0．467

0。561

0．477

0．553

0．492

0．565

クトロニクス関連産業から受けるスピル二一バー

効果は，

　　E2‘＝1）‘ピE6

で定義され，る変数E％でとらえられる．ここで現

はエレクトロニクス関連産業の研究費である．

　各産業のtechnological　positionは1節で説明

された各産業の製品分野別研究費より作成される．

またここでエレクトロニクス関連産業とは，表1

の産業のリストの中の，通信機械器具から，電子

機器，通信機器用部品までの産業を示している．

なお，エレクトロニクス関連産業の研究費は51

年度のものを用い，また技術距離は57年度につ

いて計測されたものを用いた．

　モデル（1）を通常の最小二乗法を用いて推定し

た結果は，表5に示されている。（ただし，ここで

はエレクトロニクス関連産業間のスピルオーバー

やこれと関連の深い産業へのスピルオーバーとい

う自明の関係を除くために，推定にあたっては上

述のエレクトロニクス関連の4産業および発電・

送電・配電用，産業用電気機械器具以下の4産業

を除いて計算をおこなった．また，データの入手

できなかった繊維製品，石炭製品，医療機械の3

産業も除いた．）これから，研究費一付加価値比率

は総要素生産性にプラスの効果があること，お・・

よびエレクトロニクス関連産業とtechnological

positionが類似している産業ほど総要素生産性

の上昇率が大きいことが知られる．このように，

エレクトロニクス産業と技術距離の近い産業は，

エレクトロニクス産業における活発な研究開発か．

らうみだされる技術知識，知見を利用して自らの

産業の総要素生産性を上昇させているのである．

注）産業は製造業54産業，製品分野は26分野の平均値である．
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4．結 語

経　　済　　研　　究

　わが国の産業は，活発な研究開発の多角化をお

こなっており，これを通じて新製品の開発や生産

工程め革新をおこなっている．各産業の研究開発

の様々な分野への拡がりは，その産業の研究開発

の特性をあらわすものとしてtechnological　posi－

tionとよばれ，る．類似したtechnological　position

をもつ産業の間では，研究開発のスピルオーバー

がおこり，相手の研究開発によってうみだされた

技術知識，知見を利用して自らの産業の生産性を

高めていくことが可能となる．今日の日本の産業

では，エレクトロニクス産業の活発な研究開発が，

これと技術距離の近い産業の生産性の上昇に貢献

していることがみいだされた．

　　　　　　　　　　　（成蹟大学・日本開発銀行）
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